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〈受益者の皆さまへ〉
平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、このたび実績配当型金銭信託【信託のチカラ】りそな日本国債オープン（以下「本商品」）は、2024年6月25日に第23
期の決算を行いましたので、決算および期中の運用状況について、ご報告申し上げます。
なお、本商品は単独運用指定金銭信託（以下「指定単独運用信託」）を通じて運用しているため、指定単独運用信託の状況も
あわせてご報告いたします。ご不明な点がございましたら、お取引店までお気軽にお問合せください。
りそなグループでは、お客さまのニーズにこたえるために、より一層のサービスの充実に努めてまいります。今後とも一層
のご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。
（本商品の信託契約は、りそな銀行でお申込されたお客さまはりそな銀行と、埼玉りそな銀行でお申込されたお客さまは
埼玉りそな銀行を通じてりそな銀行と、それぞれ締結いただいております。また、本資料は、決算日（2024年6月25日）以
降の全部解約により、信託契約が既に終了しているお客さまにも送付しております。）

本資料は、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律にて準用する信託業法に基づき作成している信託財産状況報告書および自己取引等の状況を記載
した書面です。

第23期　決算日  2024年6月25日（計算期間 2023年12月26日～2024年6月25日）
　　　　 ※指定単独運用信託の決算日および計算期間も上記と同様です。

〔第 23 期〕信託財産の状況報告書  
実績配当型金銭信託（信託のチカラ）りそな日本国債オープン 

本報告の対象となる決算日および計算期間

設定・運用
資 産 管 理
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○当社が受託者としてお預かりした財産を当社が委託者兼受託者となる指定単独運用信託を通じて運用します。
○主として日本国債に投資します。
　※指定単独運用信託については、株式会社日本カストディ銀行への再信託を通じ、信託業務の一部を委託しています。
   ※当社グループの関係会社であるりそなアセットマネジメント株式会社との間で締結した投資一任契約に基づき、指定
      単独運用信託の運用権限をりそなアセットマネジメント株式会社に委託しています。

商品の仕組み

お客さま
受託者  りそな銀行

信託金

収益

運用
りそな日本国債
オープン 指定単独運用信託 金融証券市場

収益

運用

収益

商品の概要

信託期間

運用の基本方針

無期限（信託約款に定める信託終了事由によって終了するまでが信託期間となります。）

主要投資対象 指定単独運用信託を通じて、主として日本国債に投資することにより運用します。

指定単独運用信託を通じて、安定した収益の確保と信託財産の中長期的な成長を図ることを目標に
運用を行います。

投資態度

収益分配

本商品は、毎年6月25日および12月25日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、原則として、
収益分配金は、税金※を差し引いた後、あらかじめご指定いただいた預金口座に入金します。
なお、本商品は実績配当型の金銭信託であり、運用状況等により、分配が行われない場合があります。
※税金について（2024年6月25日現在）
　個人の受益者の場合：利子所得として、20.315%（国税15%+復興特別所得税0.315%、地方税5%）
　　　　　　　　　　　の源泉分離課税となります。
　法人の受益者の場合：15.315%（国税15%+復興特別所得税0.315%）を源泉徴収の上、総合課税
　　　　　　　　　　　となります。

・日本国債への投資にあたっては、当該時点での投資環境等に最も適していると判断される年限
の国債に投資することにより、インカムゲインの確保ならびにキャピタルゲインの獲得を目指
します。
・日本国債の組入比率は高位に維持することを基本とします。
・同一銘柄への投資制限は設定しません。
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１． 運用実績

決算期（決算日） （分配後）
（円）(※1)

税引前分配金
（円）(※2)

期中騰落率
(％）（※3）

基準価額

基準価額+
累計分配金（円）

債券組入比率
（％）(※4）

純資産総額
（円）

１． １． 基準価額の推移と運用経過

（※1）　基準価額の計算において運用管理費用（信託報酬）およびその他の費用は控除しています。後述の本商品の費用をご覧ください。
（※2）　税引前分配金は1万口あたりの金額です。
（※3）　基準価額の期中騰落率は、税引前分配金込みの基準価額で算出しています。
（※4）　本商品は、指定単独運用信託を通じて運用を行うため、債券組入比率は指定単独運用信託における債券の組入比率を記載しています。

第1期（2013年6月25日） 10,079 64 1.4 10,143 97.3 14,263,894,710

第2期（2013年12月25日） 10,173 99 1.9 10,336 87.5 28,015,450,652

第3期（2014年6月25日） 10,196 29 0.5 10,388 95.8 58,803,953,308

第4期（2014年12月25日） 10,220 41 0.6 10,453 95.4 85,294,678,732

第5期（2015年6月25日） 10,201 0 △ 0.2 10,434 0.0 75,771,319,661

第6期（2015年12月25日） 10,216 10 0.2 10,459 96.5 50,334,363,551

第7期（2016年6月27日） 10,219 124 1.2 10,586 97.0 21,054,006,233

第8期（2016年12月26日） 10,046 0 △ 1.6 10,413 93.1 21,864,346,582

第9期（2017年6月26日） 10,052 0 0.1 10,419 94.5 19,654,030,789

第10期（2017年12月25日） 10,026 0 △ 0.2 10,393 89.8 17,251,736,342

第11期（2018年6月25日） 10,020 0 △ 0.1 10,387 90.1 14,114,355,094

第12期（2018年12月25日） 9,970 0 △ 0.5 10,337 93.6 12,021,278,412

第13期（2019年6月25日） 9,961 0 △ 0.1 10,328 94.2 10,433,325,043

第14期（2019年12月25日） 9,862 0 △ 1.0 10,229 93.8 8,507,709,073

第15期（2020年6月25日） 9,783 0 △ 0.8 10,150 93.4 7,442,064,337

第16期（2020年12月25日） 9,810 0 0.3 10,177 95.2 6,634,334,918

第17期（2021年6月25日） 9,798 0 △ 0.1 10,165 93.1 6,125,292,818

第18期（2021年12月27日） 9,740 0 △ 0.6 10,107 95.2 5,473,654,413

第19期（2022年6月27日） 9,464 0 △ 2.7 9,831 96.7 4,785,558,649

第20期（2022年12月26日） 9,242 0 △ 2.3 9,609 93.2 4,460,230,024

第21期（2023年6月26日） 9,427 0 1.9 9,794 95.4 4,118,778,617

第22期（2023年12月25日） 8,740 0 △ 7.0 9,107 91.8 3,636,968,767

第23期（2024年6月25日） 8,713 0 △ 0.3 9,080 96.7 3,162,395,694 
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１． 2． 運用経過と今後の運用見通し

基準価額と純資産総額の推移グラフ
（2012年12月26日～2024年6月25日）

（参考）長期金利と保有債券の平均残存期間
（2012年12月26日～2024年6月25日）

※基準価額（分配金再投資）の推移は、分配金（税引前）を
　再投資したものとして計算しております。
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【運用経過】
①2023年12月下旬～2024年3月
〔市場環境〕
・1月上旬は、元日に発生した能登半島地震により、日銀が当面は金融政策変更を見送るのではないかとの思惑から国
内長期金利（10年国債利回り）は低下しました。その後、国内長期金利が上昇に転じる中、1月下旬の日銀金融政策決
定会合では金融緩和政策が維持されたものの、会合後の植田日銀総裁の会見にて物価安定目標実現に向けて前向
きな発言があったことを受けて、春先のマイナス金利政策解除の観測が強まり、国内長期金利は一段と上昇しました。

・3月以降は、金融緩和政策の修正を示唆する各種報道や、春闘における賃上げ幅が昨年を上回る見込みとなったこと
を受けて、市場が金融緩和政策からの脱却を織り込み、国内長期金利は緩やかに上昇傾向となりました。3月の日銀
金融政策決定会合において、マイナス金利政策の解除とともに、長短金利操作政策や量的緩和政策を廃止し、短期金
利を誘導する伝統的な政策へと回帰しましたが、市場が政策変更を既に織り込んでいたことから、反応は限定的なも
のとなりました。

〔運用状況〕
・1月上旬は5年債、それ以外の期間は1年債への投資を実施しました。5年債保有期間中に金利は低下したものの、そ
れ以外の期間では短期債利回りを含めて金利が上昇したことから、基準価額は下落しました。

②2024年4月～2024年6月
〔市場環境〕
・4月以降は、4月末の日銀金融政策決定会合において、国債買入額の減額など、金融引締め方向への一段の政策修正
が決定されることへの期待感などから、国内長期金利は上昇しました。

・5月中旬から下旬にかけては、日銀が国債買入オペを減額したことや、内田日銀副総裁が講演会においてデフレ脱却
に自信を示したことから国内長期金利は一段と上昇しました。6月中旬の日銀金融政策決定会合では、長期国債買入
の減額方針が決まりましたが、7月の同会合における利上げ見通しが後退したことで、国内長期金利は一旦低下した
ものの、レンジ推移を脱するには至りませんでした。

〔運用状況〕
・4月以降、1年債への投資を継続しました。当該期間中、短期債利回りを含めて金利が上昇したため、基準価額は下落
しました。

〔収益分配金〕
・第23期につきましては、前回決算日（2023年12月25日）から今期決算日（2024年6月25日）までの期間で基準価額
（分配金再投資）は約0.31％下落しました。
・配当等収益が少額であったこと、収益分配金が支払われるとその相当額分基準価額が下落すること等を総合的に勘
案し、収益分配金のお支払いを見送ることといたしました。なお、収益分配金としてお支払いしなかった収益等は信託
財産に留保し、本商品の基本方針に基づいた運用を継続することで、パフォーマンスの向上に努めてまいります。

〔今後の見通しと運用方針〕
・物価上昇を抑えるため多くの国で金融引き締め政策が採用されている一方、米国では2024年9月のFOMC（米連邦
公開市場委員会）にて利下げが視野に入っていることが確認されるなど、金融引締め局面に変化の兆しが見られます。

・日本では、日銀が2023年に長短金利操作政策の一段の柔軟化を複数回実施した後、2024年3月には、長短金利操作
付き量的・質的金融緩和から伝統的金融政策への回帰を実施しました。また、2024年7月には長期国債買入の減額方
針を正式に決定したほか、政策金利である無担保コール翌日物金利の誘導目標を引き上げました。経済環境を見る
と、物価は当面は2％近傍のプラス圏での推移が見込まれ、デフレに戻る可能性は低いものと推測されます。植田日
銀総裁が7月の金融政策決定会合後の会見で追加利上げに対して意欲を示していることを踏まえると、年末あるいは
来年初にもう一段の利上げの可能性が想定されますが、今後の利上げペースの見通しは定まっておらず、ボラティリ
ティが高まりやすい環境となっています。

・現在は国債の発行増を主に短期債を中心に行っていますが、財政の安定運営の観点からも短期国債から長期国債へ
の切り替えが徐々に行われるものと思われます。もっとも、2023年度、2024年度と国債市中発行計画は税収増もあ
りそれぞれ前年よりも減少しました。1回あたりの国債入札における国債発行が大きくなることから、需給バランスの
ぶれが大きくなり、国債市場のボラティリティが拡大していくと考えております。

・ボラティリティが高い状況が続く中、最適投資年限への投資タイミングを複数回にわけるなど、慎重な対応を取るこ
とで、最適な残存期間の国債運用を続けながら、中長期的な安定運用の実現を目指してまいります。
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２． りそな日本国債オープンについて

２． １． 資産・負債・信託元本の状況

基準日2024年6月25日

項　　目 金額（円） 用語解説

（A）資産

　　金銭信託受益権

　　未収入金

（Ｂ）負債

　　未払収益分配金

　　未払解約金

　　未払信託報酬

　　その他未払費用

（C）純資産総額（A－B）

　　信託元本

　　次期繰越利益

（D）受益権総口数

　　基準価額（C/D＊10,000）

3,178,026,641

3,169,533,464

8,493,177

15,630,947

0

8,493,177

6,862,770

275,000

3,162,395,694

3,629,310,383

△ 466,914,689

3,629,310,383

8,713

(A)資産

　　金銭信託受益権

　　未収入金

(B)負債

　　未払収益分配金

　　未払解約金

　　未払信託報酬

　　その他未払費用

（C）純資産総額

　　信託元本

　　次期繰越利益

（D）受益権総口数

　　基準価額

ファンドの財産となる金額

ファンドが保有している指定単独運用信託の受益権の時価評価額

未払解約金支払いのため入金を予定している現金

ファンドから支払いを予定している金額

支払い予定の収益分配金

支払い予定の解約金

支払い予定の信託報酬

支払い予定の監査費用等

ファンドの財産から支払いを予定している金額を差し引いた額

受益者からお預かりした金額のうち、1口あたり1円の元本部分の残高

翌期に繰り越す損益金の合計

すべての受益者が保有している口数の合計

1万口あたりのファンドの時価

２． ２． 収支の状況

計算期間2023年12月26日～2024年6月25日

項　　目 金額（円） 用語解説

（Ａ）配当等収益

　　受取利息

（Ｂ）売買損益等

　　売買損益

　　評価損益

（Ｃ）信託報酬

（Ｄ）その他費用

（Ｅ）当期利益(A+B+C+D）

（Ｆ）前期繰越利益

（Ｇ）利益剰余金増減

（H）当期未処分利益（Ｅ+Ｆ+G）

（Ａ）配当等収益

　　受取利息

（Ｂ）売買損益等

　　売買損益

　　評価損益

（Ｃ）信託報酬

（Ｄ）その他費用

（Ｅ）当期利益

（Ｆ）前期繰越利益

（Ｇ）利益剰余金増減

（H）当期未処分利益

ファンドが受け取った利息等の合計

公社債、銀行勘定貸等の経過利子等の合計

有価証券の売買損益の合計

有価証券の期末評価損益の合計

信託報酬

監査費用等

前期分の繰越損益合計額

期中の収支の総合計

各期末の評価損益を含む各期の損益
（有価証券の売買損益と評価損益で構成)

解約時の元本から解約価額を差し引いた額、および、購入時の
購入価額から元本を差し引いた額

翌期に繰り越す損益金の合計
（期中の収支の総合計から収益分配金を差し引いたもの）

当期における収支合計（配当等収益と売買損益等の合計額から、
信託報酬、その他費用を差し引いたもの）

項　　目 金額（円）

（Ｉ）収益分配金

（Ｊ）次期繰越損益（Ｈ－Ⅰ）

0

0

△ 3,361,902

△ 925,328

△ 2,436,574

△ 6,862,770

△ 275,000

△ 10,499,672

△ 524,385,331

67,970,314

△ 466,914,689

0

△ 466,914,689

（Ｉ）収益分配金

（Ｊ）次期繰越損益

受益者に支払われる収益分配金
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２． 3． 運用資産の構成状況

２． 4． 取引の状況

〈指定単独運用信託の設定・解約状況〉

本商品は、お客さまからお預かりした資金を原則として全て当社が委託者兼受託者として運用を行う指定単独運用信
託の受益権に投資します。今回の計算期間における指定単独運用信託受益権の設定・解約状況は以下の通りです。

２． 5． 受託者または受託者の利害関係人等との取引状況等（2023年12月26日～2024年6月25日）

本商品は、お客さまからお預かりした資金を原則として全て当社が委託者兼受託者として運用を行う指定単独運用信
託の受益権に投資します。今回の計算期間における受託者または受託者の利害関係人等との取引状況等は以下の通
りです。

２． 5． 2． 計算期間中に行った受託者または受託者の利害関係人等との取引

  本商品では、信託財産の効率的な運用のため、お預けいただいた金銭をもって上記受託者との取引を行っています。
  また、当該取引によって受託者または受託者の利害関係人が報酬を得ることはありません。
  取引の状況については、上記「２．４．取引の状況」でご確認ください。

基準日2024年6月25日

資産種類 比率（％）期末評価額（円）保有数量（口数）

100.03,169,533,464ー金銭信託受益権（※）

（※）受託者 株式会社りそな銀行、再信託受託者 株式会社日本カストディ銀行

（※）受託者 株式会社りそな銀行、再信託受託者 株式会社日本カストディ銀行

取引日2023年12月26日～2024年6月25日

資産種類
設定

口数 金額（円）

0

口数 金額（円）

464,073,401ー金銭信託受益権(※）

解約

ー

２． 5． 1． 受託者または受託者の利害関係人等に該当する取引相手先

受託者との関係所在地

自己大阪市中央区備後町二丁目2番1号

取引相手先

株式会社りそな銀行
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本商品は指定単独運用信託を通じて運用しているため、指定単独運用信託の状況を以下にご報告いたします。

3． 指定単独運用信託について

3． １． 資産・負債・信託元本の状況

基準日2024年6月25日

項　　目 金額（円） 用語解説

(A)資産

　　銀行勘定貸等

　　公社債

　　未収入金

　　未収利息等

（Ｂ）負債

　　未払金

（C）純資産総額（A－B）

　　信託元本

　　次期繰越利益

(A)資産

　　銀行勘定貸等

　　公社債

　　未収入金

　　未収利息等

（B）負債

　　未払金

（C）純資産総額

　　信託元本

　　次期繰越利益

ファンドの財産となる金額

公社債（日本国債、国内社債等）の時価評価額の合計

ファンドが受け取る予定の有価証券の売却代金等

ファンドから支払いを予定している金額

ファンドから支払いを予定している解約金

ファンドの財産から支払いを予定している金額を差し引いた額

受益者からお預かりした金額と前期までの繰越損益との合計

翌期に繰り越す損益金の合計

金融機関に貸し付ける安全性の高い短期貸付金
（ファンドの解約・収益の分配に備えた短期の運用手段）

ファンドが受け取る予定の有価証券、銀行勘定貸等の受取利息の
合計および支払い済み経過利息等

3． ２． 収支の状況

計算期間2023年12月26日～2024年6月25日

項　　目 金額（円） 用語解説

（Ａ）配当等収益

　　受取利息

（Ｂ）売買損益等

　　売買損益

　　評価損益

（C）その他費用

（Ｄ）当期利益(A+B+C）

（E）信託元本元加後前期繰越利益

（F）利益剰余金増減

（G）当期未処分利益（D＋Ｅ＋Ｆ）

(A)配当等収益

　　受取利息

(B)売買損益等

　　売買損益

　　評価損益

（C）その他費用

（D）当期利益

（E）

（F）利益剰余金増減

（G）当期未処分利益

（H）収益分配金

（ I ）次期繰越損益

ファンドが受け取った利息等の合計

公社債、銀行勘定貸等の経過利子等の合計

有価証券の売買損益の合計

有価証券の期末評価損益の合計

コール・ローンの媒介手数料・消費税等の合計

前期繰越利益を全額期初に信託元本に元加した後の値

期中の収支の総合計

各期末の評価損益を含む各期の損益
（有価証券の売買損益と評価損益で構成)

当期における収支合計（配当等収益と売買損益等の合計額から、
その他費用を差し引いたもの）

解約時の元本から解約価額を差し引いた額、および、購入時の
購入価額から元本を差し引いた額

翌期に繰り越す損益金の合計
（期中の収支の総合計から収益分配金を差し引いたもの）

項　　目 金額（円）

（H）収益分配金

（Ｉ）次期繰越損益（Ｇ－Ｈ）

3,178,026,641

105,163,841

3,072,862,800

0

0

8,493,177

8,493,177

3,169,533,464

3,104,925,052

64,608,412

514,639

514,639

△ 3,876,392

△ 353,129

△ 3,523,263

△ 149

△ 3,361,902

0

67,970,314

64,608,412

0

64,608,412

受益者に支払われる収益分配金

信託元本元加後
前期繰越利益
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３． ３． 運用資産の構成状況
基準日2024年6月25日

資産種類 比率（％）

100.0

3.3

96.7

3． 4． 取引の状況

３． ４． １． 公社債の売買状況

指定単独運用信託は、主として日本国債で運用しています。また、本商品の解約に伴う支払準備等のため、余裕資金
は、銀行勘定貸等、短期資産で運用しています。今般の計算期間における公社債の売買状況、余裕資金の運用状況は
以下の通りです。

３． ５． 指定単独運用信託の再信託について
当社は、指定単独運用信託について、信託財産の管理など信託事務の一部を以下の通り再信託しています。
再信託に係る報酬は当社（固有財産）より再信託受託者に支払っており、本商品または指定単独運用信託に係る信託財
産は、再信託に係る報酬を負担しておりません。

3,178,026,641

105,163,841

3,072,862,800

信託財産総額

　　銀行勘定貸等

　　公社債

期末評価額（円）

取引日2023年12月26日～2024年6月25日

資産種類 売付額（円）

〈注〉金額は受渡代金です（経過利子分は含まれておりません）。

6,965,205,5886,693,423,554日本国債

買付額（円）

３． ４． 2． 余資運用の状況
取引日2023年12月26日～2024年6月25日

資産種類 平均残高（円）

203,952,311105,163,841銀行勘定貸

期末残高（円） 平均利率（％）

0.00

委託先 委託する業務の内容

東京都中央区晴海1－8－12
（晴海トリトンスクエア　タワーZ）株式会社日本カストディ銀行

所在地

信託財産の管理に伴う資産管理・決済業務や各種レ
ポート作成業務等の信託事務の一部
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３． ７． 組入有価証券明細表

３． ６． 受託者または受託者の利害関係人等との取引について

３． ６． １． 受託者または受託者の利害関係人等に該当する取引相手先

取引相手先 受託者との関係

東京都江東区木場一丁目5番65号
（深川ギャザリアW2棟）

所在地

受託者を子法人等とする親法人等の子法人等

３． ６． 2． 計算期間中に行った受託者または受託者の利害関係人等との取引

・当社は、りそなアセットマネジメント株式会社に指定単独運用信託の運用権限を委託しています。
　運用権限の委託に係る報酬は当社（固有財産）より支払っており、本商品または指定単独運用信託に係る信託財産
は、当該報酬を負担しておりません。
・指定単独運用信託では、信託財産の効率的な運用のため、お預けいただいた金銭をもって以下の通り株式会社日本
カストディ銀行との取引を行っています。

〈再信託受託者銀行勘定への運用〉

基準日2024年6月25日

銘柄 評価額（円） 格付（※）

（※）格付は、R&I、JCR、Moody's、S&Pのうち最も高い格付を表示しています。

償還日額面金額（円）利率（％）種類

 第1207回 国庫短期証券 日本国債 0.000 3,074,400,000 3,072,862,800 2025/1/20 AAA

東京都中央区晴海1-8-12
（晴海トリトンスクエア タワーZ） 受託者の関連法人等

計算期間2023年12月26日～2024年6月25日

株式会社日本カストディ銀行

           

銀行勘定貸 105,163,841 203,952,311 0.00

取引相手先
取引数量

資産種類 取引価格
（平均利率（％））期末残高（円） 平均残高（円）

りそなアセットマネジメント株式会社

株式会社日本カストディ銀行
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本商品の主なリスクは下記のとおりです。 
・本商品は、当社が受託者として資産の運用および管理を行う実績配当型の金銭信託であり、預金または投資信託ではあり
ません。
・この商品は、投資元本および収益分配金が保証されている商品ではありません。
・この商品は、お預りした財産を当社が受託者となる指定単独運用信託を通じて値動きのある有価証券等で運用しますの
で、これらの有価証券の発行体の信用状況の変化や金利等の指標の変動などを要因として、この商品の基準価額は変動し
ます。基準価額が下落すると、損失が発生し、投資元本を割り込むおそれがあります。 
・この商品は、運用の成果により基準価額が日々変動し、運用による利益および損失はこの商品をお申込みのお客さまに帰
属します。
・この商品は、市場環境や運用の状況により解約を制限し、信託を終了することがあります。
・この商品は、預金とは異なり預金保険の対象ではなく、また、投資者保護基金の対象でもありません。
・毎決算日に分配方針に基づいた収益の分配を行う商品ですが、収益が少ない場合には分配が行われない場合があります。
・この商品は、合同運用金銭信託であり、株式投資信託に適用される税制は適用されません。また、少額投資非課税制度
「NISA（ニーサ）」の適用はありません。           
         
①金利変動リスク           
　一般に、金利が上昇した場合には、債券価格は下落し、その影響を受け、この商品の基準価額が下がる要因となります。した
がって、購入金額を下回り、損失を被ることがあります。
   
②信用リスク
　債券の発行体に財務内容の健全性の低下もしくはその懸念が生じた場合、または格付機関により付与された信用格付が引
き下げられた場合には、当該債券の価格は下落することがあります。 これらの影響を受け、この商品の基準価額が下がる要
因となります。              
         
③流動性リスク
　有価証券等を売却する場合は、市場等で取引の相手を探すことになりますが、希望価格での取引相手が見つからない場合
あるいは取引の相手自体が見つからない場合には、予定していた売却ができないことや売却のタイミングを逃すことで不
測の損失を被ることがあり、この商品の基準価額の下落要因となります。一般的に市場規模や取引量が小さい銘柄を売却
する際は、流動性リスクが高くなります。

■ 本商品の主なリスクについて

■ 本商品の費用について

＜お客さまに直接ご負担いただく費用について＞

申込手数料／信託財産留保額 ありません。

【信託報酬率】
新発10年国債の利回り
1％未満
1％以上2％未満
2％以上3％未満
3％以上4％未満
4％以上5％未満
5％以上

信託報酬率（年率）
0.4%
0.5%
0.6%
0.7%
0.8%
0.9%

＜保有期間中に間接的にご負担いただく費用について＞（いずれも信託財産から支払われます）

信託報酬

その他費用・手数料

信託財産の運用およびそれに伴う調査、基準価額の計算、開示資料の作成、信託財産に
係る情報提供、信託財産の管理その他の信託事務の対価として、信託報酬を信託財産の
中からいただきます。
信託報酬は計算期間を通じて毎日、純資産総額に対して年率0.4％～0.9％の所定の信託
報酬率を乗じて得た額とします。
各期の信託報酬率は、直前の期の決算日における新発10年固定利付国債の利回りに応
じて、下記の表で定められる率とします。

信託財産に関する租税および信託事務の処理に必要な費用（指定単独運用信託および
その事務委託先の再信託における信託財産に関する租税および費用を含みます。具体
的には、有価証券売買委託手数料、有価証券保管手数料、監査費用等がありますが、これ
らに限られません。）は、信託財産（指定単独運用信託およびその事務委託先の再信託の
事務に要する費用はこれらの信託財産）の中から支払います。これらの費用は信託財産
の運用状況、保管状況等により異なり、発生時まで確定しないため、事前に料率、上限額
またはその計算方法の概要等を記載することができません。
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受託者である当社が受けている信託業務に関する外部監査は以下のとおりです。

《受託業務の内部統制の保証に係る外部監査結果概要》
     
■保証業務の概要
【保証報告書及びその対象となっている受託業務のシステムに関する記述書（以下、「記述書」という。）の名称】

単独運用指定金銭信託、単独運用指定金外信託及び単独運用指定包括信託における資産運用業務及び投資一任業務に
係るシステムの記述、並びに統制のデザインの適切性及び運用の有効性に関する報告書 
なお、記述書の対象商品には金庫株信託、有価証券処分型信託、有価証券取得型信託、従業員持株会支援型ＥＳＯＰ、株式
給付型ＥＳＯＰ、役員向け株式給付信託、株式流動化信託、実績配当型金銭信託及び国内の公的機関等から委託を受けて
いる投資一任業務以外の投資一任業務については対象として想定しておりません。
また、当社の単独運用指定金銭信託、単独運用指定金外信託及び単独運用指定包括信託における資産運用業務及び投資
一任業務（以下、「資産運用業務」という。）に係るシステムの記述書は、運用資産として国内株式、外国株式、国内債券、外
国債券、為替取引、ヘッジファンドへの投資を目的とする外国籍私募投資信託等、単独の運用者が投資一任契約により運
用する外国籍私募投資信託、プライベート・エクイティ若しくは海外不動産への投資を目的とする投資事業有限責任組
合、匿名組合、リミテッド・パートナーシップ等及び先物・オプションを対象として想定して作成しており、これら以外の運用
資産については対象として想定しておりません。
        
【保証業務の対象期間】
　2023年1月1日から2023年12月31日

【外部監査人の名称】
　有限責任監査法人トーマツ

【外部監査人の意見の内容】
ⅰ）受託業務のシステムに関する記述書の適正な表示
全ての重要な点において、第2部の株式会社りそな銀行の経営者によるアサーション及びりそなアセットマネジメント株式
会社の経営者による各アサーションに記載されている規準に基づき、記述書は、2023年1月1日から2023年12月31日ま
での期間を通じてデザインされ業務に適用された株式会社りそな銀行の単独運用指定金銭信託、単独運用指定金外信託
及び単独運用指定包括信託における資産運用業務及び投資一任業務に係るシステム、及び株式会社りそな銀行が利用し
ているりそなアセットマネジメント株式会社による資産運用業務を適正に表示している。

ⅱ）記述書に記載された統制目的に関する統制の適切なデザイン
全ての重要な点において、第2部の株式会社りそな銀行の経営者によるアサーション及びりそなアセットマネジメント株
式会社の経営者による各アサーションに記載されている規準に基づき、記述書に記載された統制目的に関連する株式会
社りそな銀行及びりそなアセットマネジメント株式会社の統制は、2023年1月1日から2023年12月31日までの期間を通
じて統制が有効に運用されている場合、また、再受託者及び委託者が株式会社りそな銀行及びりそなアセットマネジメン
ト株式会社の統制のデザインにおいて意図されている相補的な統制を2023年1月1日から2023年12月31日までの期
間を通じて適用していた場合、統制目的が達成されるという合理的な保証を提供するために適切にデザインされていた。

ⅲ）記述書に記載された統制の有効な運用
全ての重要な点において、第2部の株式会社りそな銀行の経営者によるアサーション及びりそなアセットマネジメン
ト株式会社の経営者による各アサーションに記載されている規準に基づき、株式会社りそな銀行及びりそなアセット
マネジメント株式会社の統制のデザインにおいて意図されている再受託者及び委託者の相補的な統制が2023年1
月1日から2023年12月31日までの期間を通じて有効に運用されている場合、記述書に記載された統制目的が達成
されるという合理的な保証を提供するために、株式会社りそな銀行及びりそなアセットマネジメント株式会社の統制
は2023年1月1日から2023年12月31日までの期間を通じて有効に運用されていた。

留意事項：
上記の「保証業務の概要」は、当社において整備・運用する受託業務の方針と手続（以下「システム」という。）に関する記
述書（以下、「記述書」という。）及び「記述書」に記載された統制目的に関連する統制を対象として、外部監査人有限責任
監査法人トーマツが独立の立場から行った検証について、当社が、業務の対象と結果の概要を要約して記載したもので
す。なお、上記の記載のうち、「記述書」の対象とする運用資産に係る記載については、上記の「保証報告書」及び「記述
書」に明確に記載されているものではなく、当社の責任において保証報告書の対象となる運用資産の範囲を明確化す
るために補足して記載したものです。
外部監査人からは、この信託財産の状況報告書をご覧になる皆様に、以下のような業務の特質を十分にご理解いただ
くことが必要となる旨の説明を受けております。 
      
・上記の意見は、内部統制の固有の限界を前提として表明されており、統制のデザイン及び運用において虚偽表示を
完全に防止又は発見修正していることを保証するものではありません。
・上記の意見は、財務数値の適正な表示を確保するためのすべての重要な内部統制を必ずしも対象とするものではな
く、「記述書」に当社が重要と考えて記載したシステム及び統制目的に関連する内部統制のみを対象として表明され
ています。したがって、「記述書」は、運用資産の一部に係るシステム及び内部統制、りそなアセットマネジメント株式
会社に委託している資産運用業務に係る内部統制のみを対象としております。また、当社及びりそなアセットマネジ
メント株式会社が他社に運用を再委託している資産に係るシステム並びに内部統制のデザイン及び運用状況につい
ては対象としておりません。
・「保証報告書」には、業務の前提や「記述書」の範囲について誤った理解に基づく利用を防止するために、当社に業務
を委託している会社とその監査人のみが利用する旨が記載されております。

■ 受託者が受けている外部監査について


